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令和６年度 予算の概要について 

 

令和６年 1月２９日にプレス発表された、下記の件について報告します。 

 

記 

 

 

１．令和６年度予算の概要（資料１） 

 

２．令和６年度当初予算案プレス発表（参考資料） 
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令和６年度予算の概要 

 

１ 予算編成について 

 (1) 財政見通し 

 我が国の経済は、緩やかに回復しているものの、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済

の先行き懸念など、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上

昇や、ウクライナ・中東情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

 本区においては、納税義務者数の増加などによる特別区民税の増収や、企業業績の回復基調

による特別区交付金の増となり、堅調な歳入環境が見込まれる。しかしながら、現下の物価高

騰や社会経済情勢の変動を考慮すると、区の財政状況は楽観視できる状況ではない。 

また、地方法人課税や地方消費税の清算基準の見直しなど、国による不合理な税制改正によ

る影響が恒常化していることに加え、都区財政調整の課題となっている、政令指定による区立

児童相談所の設置に基づく調整財源の配分割合については、未だに変更されず適切な財源措置

が行われていないことが懸念される。 

 (2) 基本的な考え方 

激変する社会経済情勢が区民生活に及ぼす影響や、歳入歳出両面から区の財政状況を的確に

把握し、将来の区政運営を見据えつつ、事務事業一つひとつについて、効果や効率性を客観的

な視点で見極めるとともに、前例に捉われない創意工夫により、区政課題の解決に向けて積極

的な予算編成を行った。 

２ 財政規模について 

  一般会計は、前年度と比較して 6.6％増の 2,530 億円で、障害者自立支援法に基づく自立支援給

付経費の増、プラスチック再資源化に伴う資源収集経費の増のほか、区営住宅や小・中学校の改

築工事などにより、歳出は、前年度比で 157 億 5,000 万円の増額となった。歳入については、特

別区税で 13 億 2,200 万円、特別区交付金で 63 億円の増収が見込まれるものの、歳出規模の増大

により、財政調整基金から 25億 2,300 万円を繰入れることとなった。 

国民健康保険事業特別会計は、保険給付費の減などにより前年度比 0.7％減の 554 億 6,000 万

円となった。介護保険事業特別会計は、保険給付費の実績増などにより前年度比 2.5％増の 475 億

1,800 万円となったほか、後期高齢者医療事業特別会計は、広域連合納付金の増などにより、前年

度比 6.6％増の 151 億 9,000 万円、東武東上線連続立体化事業特別会計は、事業進捗に伴う連続立

体化事業関連都市計画事業費の増により、前年度比 76.6％増の 7億 7,700 万円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 一 般 会 計 2,530億 00百万円 （6.6％増）

（２）
国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

554億 60百万円 （0.7％減）

（３）
介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

475億 18百万円 （2.5％増）

（４）
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計

151億 90百万円 （6.6％増）

（５）
東武東上線連続立体化事業
特 別 会 計

7億 77百万円 （76.6％増）

合　　計 3,719億 45百万円 （5.0％増）

資料１ 

令和６年１月 31・２月１・２日 

政策経営部財政課 



1 一 般 会 計

（歳入） (単位:百万円・％)

区 分 ６年度 ５年度 増減額 増減率 増減内容

特 別 区 税 51,928 50,606 1,322 2.6 特別区民税 1,182

構成比 20.5 21.3 特別区たばこ税 137

特 別区交付金 82,500 76,200 6,300 8.3 普通交付金 6,000

構成比 32.6 32.1 特別交付金 300

そ の 他 交 付 金 16,881 16,428 453 2.8 株式等譲渡所得割交付金 266

構成比 6.7 7.0 配当割交付金 201

国 ・ 都 支 出 金 80,480 78,338 2,142 2.7 国庫支出金 1,039

構成比 31.8 33.0 都支出金 1,103

財政調整基金繰入金 （2,523） 2,523

公共施設等整備基金繰入金（1,117） 920

義務教育施設整備基金繰入金（938） 647

住宅基金繰入金（556） 399

構成比 2.4 0.6 減債基金繰入金（101） △ 244

繰 越 金 2,000 2,000 0 0.0 前年度歳計剰余金

構成比 0.8 0.8

学校施設建設事業起債 921

区営住宅改築事業起債 228

道路整備事業起債 78

構成比 0.9 0.5 学校改修事業起債 △ 95

私立保育所保育料自己負担金 △ 333

あき缶等売却収入 △ 150

区立保育所保育料自己負担金 △ 106

構成比 4.3 4.7 プラ製容器包装・再資源化支援事業費補助金 366

合 計 253,000 237,250 15,750 6.6

諸 収 入 そ の 他 11,030 11,166 △ 136 △ 1.2

特 別 区 債 2,209 1,077 1,132 105.1

令和６年度当初予算概要

繰 入 金 5,972 1,435 4,537 316.3
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(歳出・目的別) (単位:百万円・％)

区 分 ６年度 ５年度 増減額 増減率 増減内容

議 会 費 933 931 2 0.2 事 務 諸 経 費 6 会議録等作成経費 △ 1

構成比 0.4 0.4 　 議 会 中 継 経 費 △ 1

人 件 費 1,703
東京都知事・東京都
議 会 議 員 補 欠 選 挙
執 行 経 費

294

住民情報・ 福祉総合
シ ス テ ム 運 営 経 費

1,305
グ リ ー ン ホ ー ル
運 営 経 費

167

全 庁 Ｌ Ａ Ｎ 運 営 経 費 502
地 域 セ ン タ ー
維 持 管 理 経 費

△ 279

構成比 9.3 8.4 区民集会所改築経費 301
区長・区議会議員選挙
執 行 経 費

△ 321

自 立 支 援 給 付 経 費 1,665
介 護 保 険 制 度
運 営 経 費

428

児童手当等支給経費 1,258
子 ど も 医 療 費
助 成 経 費

395

構成比 56.5 57.7
国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計 繰 出 金

702
私 立 保 育 所
保 育 運 営 経 費

388

疾 病 予 防 ・
相 談 事 業 経 費

△ 1,740
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
ワクチン接種事業経費

△ 189

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
検 査 ・ 医 療 体 制 等
支 援 事 業 経 費

△ 1,009
保 健 衛 生 シ ス テ ム
運 営 経 費

120

構成比 3.4 4.9
母 子 健 康 指 導
事 業 経 費

△ 260
保 健 所 等 管 理
運 営 経 費

138

資 源 収 集 経 費 1,062 中 間 処 理 経 費 52

エ コ ポ リ ス セ ン タ ー
運 営 経 費

59 資源化施設運営経費 △ 108

構成比 4.2 4.1 廃 棄 物 収 集 経 費 53
プ ラ ス チ ッ ク ご み
再 資 源 化 推 進 経 費

△ 146

商 工 業 振 興 経 費 1,349 観 光 振 興 経 費 56

経 営 支 援 経 費 127
（ 公 財 ） 板 橋 区 産 業
振 興 公 社 助 成 経 費

31

構成比 1.9 1.4
産業活性化戦略経費 82

も の づ く り 研 究 開 発
連 携 セ ン タ ー
管 理 運 営 経 費

△ 144

（ 仮 称 ） 仲 宿 住 宅
改 築 経 費

1,695 街 灯 整 備 維 持 経 費 329

道 路 新 設 経 費 551
東 武 東 上 線 連 続
立 体 化 事 業
特 別 会 計 繰 出 金

310

構成比 9.5 9.1 市街地整備事業経費 427 再 開 発 事 業 経 費 △ 1,796
学 校 給 食 費
無 償 化 経 費

1,532 幼 児 教 育 振 興 経 費 129

志 村 小 学 校 ・
志 村 第 四 中 学 校
改 築 経 費

1,463 給 食 運 営 経 費 111

構成比 13.4 12.5
上 板 橋 第 一 中 学 校
改 築 経 費

1,218 学 校 施 設 改 修 経 費 △ 715

公 債 費 2,712 2,923 △ 211 △ 7.2 元 金 △ 207

構成比 1.1 1.2 利 子 △ 3

そ の 他 748 678 70 10.3
い た ば し 応 援 基 金
積 立 金

26

構成比 0.3 0.3
森林環境譲与税基金
積 立 金

25

合 計 253,000 237,250 15,750 6.6

土 木 費 24,094 21,530 2,564 11.9

教 育 費 33,889 29,760 4,129 13.9

産業経済費 4,736 3,287 1,449 44.1

資源環境費 10,642 9,621 1,021 10.6

衛 生 費 8,559 11,751 △ 3,192 △ 27.2

福 祉 費 142,991 136,936 6,055 4.4

総 務 費 23,696 19,833 3,863 19.5
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(歳出・性質別) (単位:百万円・％)

区分 ６年度 ５年度 増減額 増減率 増減内容

東京都知事・東京都議会議員補欠選挙執行経費 274

経営支援経費 129

給食運営経費 111

街灯整備維持経費 110

給料・職員手当等・共済費 1,631

会計年度任用職員経費 914

自立支援給付経費 1,665

児童手当等支給経費 1,220

私立保育所保育運営経費 591

子ども医療費助成経費 393

疾病予防・相談事業経費 △ 1,740

児童入所施設措置等経費 △ 1,802

元金 △ 207

利子 △ 3

国民健康保険事業特別会計繰出金 702

東武東上線連続立体化事業特別会計繰出金 310

生活困窮者自立支援事業経費 252

後期高齢者医療制度運営経費 239

学校施設改修経費 228

（仮称）仲宿住宅改築経費 1,695

志村小学校・志村第四中学校改築経費 1,463

上板橋第一中学校改築経費 1,218

資源収集経費 1,049

道路新設経費 538

児童入所施設措置等経費 1,580

学校給食費無償化経費 1,532

商工業振興経費 1,380

住民情報・福祉総合システム運営経費 1,292

合　計 253,000 237,250 15,750 6.6

2　特別会計

(単位:百万円・％)

区分 ６年度 ５年度 増減額 増減率 増減内容

55,460 55,830 △ 370 △ 0.7 保険給付費の減等

47,518 46,373 1,145 2.5 保険給付費の増等

15,190 14,249 941 6.6 広域連合納付金の増等

777 440 337 76.6 連続立体化事業関連都市計画事業費の増

合   計 118,945 116,892 2,053 1.8

国民健康保険事業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

後期高齢者医療事
業 特 別 会 計
東 武 東 上 線 連 続
立 体 化 事 業
特 別 会 計

そ の 他 18,946 13,996 4,950 35.4

政
策
的
経
費

実 施 計 画 23,829 18,275 5,554 30.4

そ の 他 36,513 34,455 2,058 6.0

義
務
的
経
費 公 債 費 2,710 2,921 △ 211 △ 7.2

6.6

扶 助 費 93,065 92,541 524 0.6

人 件 費 38,063 35,723 2,340

部 自 主 編 成 経 費 39,874 39,339 535 1.4
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